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富士吉田市教育委員会では、第五次富士吉田市総合計画に基づき、「豊かな人

間性の育成」及び「市民文化の形成」を基本目標として事業を進め、平成２０

年度には、新たに「富士吉田市教育行政基本方針」を策定し、施策や事務事業

に取り組んでいるところであります。  
このような中において、平成 20 年 4 月から「地方教育行政の組織及び運営に

関する法律」の一部が改正、施行され、各教育委員会は、毎年、教育行政事務

の管理及び執行状況について点検・評価を行い、その結果に関する報告書を議

会に提出するとともに、公表することが規定されました。  
この法改正の趣旨は、教育委員会が高い使命感を持って責任を果たすととも

に、教育行政の体制の整備及び充実に努め、効果的な教育行政を推進すること

としております。  
 本報告書は、効果的な教育行政の推進と市民への説明責任を果たすため、法

第２７条の規定に基づき、平成２３年度富士吉田市教育委員会に関わる事務の

管理及び執行の状況についての点検・評価を実施し報告書にまとめたものであ

ります。ご一読をいただき、市教育委員会の取組みについてご意見をお寄せ下

さい。  
 富士吉田市教育委員会は、今後も、第五次富士吉田市総合計画に定められた

基本目標に基づき、「富士山教育憲章」を教育理念として掲げ、市民の皆様の生

涯に渡って学び続ける教育環境の整備・充実を図るとともに、子どもたちの「生

きる力」を育む教育の推進に努力してまいります。  
 
 
 
   平成２４年 8 月  
 

富士吉田市教育委員会 
 
                      
 
 
 
○ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）  
 
第27条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定  

により教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条

第 3 項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の
管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告

書を作成し、これを議会に提出するとともに公表しなければならない。  
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１ はじめに 

  平成２０年４月に、「学校教育法」、「地方教育行政の組織及び運営に関する 

法律」等の教育三法が改正されるなど、教育委員会を取り巻く環境は大きく変 

化しています。 

 この改正により、地方の教育行政推進に責任を持つ教育委員会のあり方が問 

われている中、本市は変化する社会に対応し、教育改革の動向を踏まえ、市民 

の参画と協働を積極的に推進し、市民の信頼を高め、開かれた教育行政の推進 

と教育関係者の資質向上に努めているところです。 

 また、本市教育委員会においては、毎月の教育委員会定例会議をはじめ、学 

校訪問や各種研修会を行うなど、教育委員会の活発な活動を通じて、きめ細か 

な地方教育行政を推進しております。 

 この報告書は「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２７条の規定 

に基づき、平成２３年度の教育委員会活動を振り返るとともに、教育委員会自 

らが事務の進捗状況等について点検・評価を実施して作成したものです。 

 

２ 教育委員会議の開催状況（平成２３年４月～平成２４年３月） 

 教育委員会議については、原則として毎月１回教育委員会定例会を開催し、 

また必要に応じて臨時会を開催し、平成２３年度は合計１３回開催した。 

 

３ 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２３条に定める職務につ

いて、同法第２６条及び富士吉田市教育委員会教育長事務委任規則の規定に

基づき、平成２３年４月から平成２４年３月まで合計で２６件について審議

を行った。 
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平成２３年度 教育委員会審議案件等一覧（平成 23年 4月～平成 24年 3月） 

議案番号 件  名 議決日 

選挙第 １号 富士吉田市教育委員会委員長の選挙について ２３． ４．２５ 

議案第１０号 富士吉田市教育委員会委員長職務代理者の指定について ２３． ４．２５ 

議案第１１号 
富士五湖文化センター・富士吉田市民会館の設置及び 

管理に関する条例施行規則の改正について 
２３． ４．２５ 

議案第１２号 富士吉田市一般会計補正予算（教育費）について ２３． ５．３１ 

議案第１３号 富士吉田市立小・中学校訪問の実施について ２３． ５．３１ 

議案第１４号 平成２４年度中学生使用教科書の選定について ２３． ７．２６ 

議案第１５号 
平成２２年度富士吉田市教育委員会点検・評価報告 

書について 
２３． ９． １ 

議案第１６号 平成２３年度教育委員会要覧について ２３． ９． １ 

議案第１７号 
スポーツ基本法の施行に伴う関係条例の整理に関する条例につ

いて 
２３． ９． １ 

議案第１８号 
富士吉田市体育指導委員に関する規則の一部改正する規則につ

いて 
２３． ９． １ 

議案第１９号 富士吉田市就学援助費支給要綱の一部改正する要綱について ２３． ９． １ 

議案第２０号 富士吉田市一般会計補正予算（教育費）について ２３． ９． １ 

議案第２１号 
富士吉田市立教育研修所運営協議会規則の一部を改正する規則

について 
２３． ９．２９ 

議案第２２号 富士吉田市指定文化財の一部改正について ２３． ９．２９ 

議案第２３号 平成２３年度富士吉田市体育功労者の決定について ２３． ９．２９ 

議案第２４号 
平成２３年度富士吉田市文化功労者及び教育功労者の決定につ

いて 
２３．１０． ４ 

議案第 １号 
富士五湖文化センター・市民会館の設置及び管理に関する 

条例施行規則の一部改正する規則について 
２４． １．３１ 

議案第 ２号 
富士吉田市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則の一部改正す

る規則について 
２４． １．３１ 
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議案番号 件  名 議決日 

議案第 ３号 富士吉田市一般会計補正予算（案）について ２４． ２．２８ 

議案第 ４号 
富士吉田市就学援助費支給要項の一部改正する要項につい 

て 
２４． ２．２８ 

議案第 ５号 
富士吉田市教育委員会事務局の組織等に関する規則の一 

部を改正する規則について 
２４． ３．２６ 

議案第 ６号 
富士吉田市教育委員会物品取扱規程の一部を改正する規程 

について 
２４． ３．２６ 

議案第 ７号 
富士吉田市国民文化祭準備室設置規則の一部を改正する 

る規則について 
２４． ３．２６ 

議案第 ８号 富士吉田市スポーツ大会出場激励金交付要綱について ２４． ３．２６ 

議案第 ９号 平成２４年度富士吉田市学校指導重点について ２４． ３．２６ 

議案第１０号 富士吉田市博物館リニューアル推進室設置規則について ２４． ３．２６ 

 

平成２３年度 教育委員会議 報告・協議・研修事項等 

番号 報告内容 報告日 

報告第 １号 
平成２４年度富士吉田市一般会計予算について 

 
２４． ３．２６ 

報告第 ２号 
富士吉田市社会教育委員に関する条例の一部を改正する 

条例について 
２４． ３．２６ 

報告第 ３号 
富士吉田市立図書館協議会条例の一部を改正する条例につ

いて 
２４． ３．２６ 

報告第 ４号 
富士吉田市歴史民俗博物館協議会条例の一部を改正する条 

例について 
２４． ３．２６ 
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４ 教育委員会活動の概要 

(1)児童生徒と語る一日教育委員会 

実 施 日  平成２３年７月１２日（火） 

参 加 者    山梨県教育委員（5名）・富士吉田市教育委員（5名） 

訪問学校  下二小 

(2)学校訪問 

  実 施 日  平成２３年７月６日（水）（昼食 学校給食センター） 

  参 加 者  教育委員５名・事務局４名 

  訪問学校  下東小・明見小・下吉田中 

 

実 施 日  平成２３年７月１１日（月）（昼食 学校給食センター） 

参 加 者  教育委員５名・事務局４名 

訪問学校  吉田西小・吉田小・吉田中・下一小 

 

実 施 日  平成２３年７月１３日（水） 

参 加 者  教育委員５名・事務局４名 

訪問学校  富士小・富士見台中・明見中・吉田小分校 

概  要   ○特別支援教育の充実に向けて  ○授業参観 

○学校経営方針等について  ○学校課題等について懇談 

○学校施設の視察（体育館、工事及び修繕箇所等） 

○ことばの教室の利用状況について 

◎平成 23年度においては、昨年度同様、訪問内容の充実を図るため、3日

間で実施した。 
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(3)視察研修 

  実 施 日 平成２３年１１月８日（水） 

  研 修 先 松本市立東部給食センター 

  参 加 者 教育委員５名・事務局２名 

                                                                                                              

 (4)小中高連携会議 

   実 施 日 平成２３年５月１６日（月） 

   出 席 者 市内小中学校長11名・高等学校長5名・教育長・教育事務所 

   内  容 当地域における小中高連携のあり方について 

 

(5)市長と教育委員意見交換会 

   実 施 日 平成２３年７月２９日（金） 

   出 席 者 市長・教育委員5名 

   内  容 教育行政の問題・課題点について 

 

５ 具体的な推進施策に係る取組状況評価 

 (１)点検・評価の対象 

 点検・評価の対象は、本市教育の総合的な指針である「第五次富士吉田市総 

合計画」に基づく具体的な推進施策としている。 

 

○評価項目一覧 

Ⅰ．豊 かな人 間 性 の育 成 

（１）就学前教育の充実 １. 就園環境の充実 
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Ⅰ．豊 かな人 間 性 の育 成 

（２）教育内容の充実 

２. 教科指導の充実 

３. 特色ある学校づくりの推進 

４. 国際理解教育の推進 

５. 特別支援教育の推進 

（３）教育体制の充実 

６. 教育相談体制の充実 

７. 教職員の資質向上 

８. 学校間等の交流連携の推進 

（４）学校施設の充実 
９. 学校施設の管理・整備 

10. 学校体育館の建設 

（５）健康安全教育の推進 
11. 保健管理の徹底 

12. 学校給食の充実と推進 

（６）義務教育の充実 13. 就学環境の充実 

（７）高等学校･高等教育 14. 高等学校教育の振興及び連携 

Ⅱ．市 民 文 化 の 形 成 

（８）社会教育の推進 
15. 社会教育体系の確立 

16. 魅力ある講座の充実 

（９）社会教育施設の整備 17. 各施設の充実強化・利用促進 

(10)生涯スポーツの推進 

18. 指導者の育成と指導体制の充実 

19. スポーツ･レクリエーション参加機会の充実 

20. スポーツイベントの開催 

21. 団体の育成強化 

(11)文化・芸術の振興 22. 文化・芸術活動の推進 

(12)地域環境づくりの推進 23. 青少年施設の整備と活用 

(13)健全育成活動の充実 24. 健全育成体制の強化 

(14)青少年活動の促進 25. 社会参加の推進 

(15)文化財の保護と活用 
26. 文化財保護の推進 

27. 保存・展示施設の充実 
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Ⅲ．教育委員会の活動及び運営に関して 

(16)教育委員会活動の運営改善 
28. 教育委員会活動の充実 

29. 教育委員会会議の活性化 

  

 

(２)点検・評価の方法 

本年度においては内部評価として実施し、各担当課が事業の内容、実績、成 

果、課題について第一次評価を行い、次に評価者である教育委員が事業実施担

当課より事前に配布してある事業概要に基づき、評価項目における対象事業ご

とにヒアリングを実施し、その結果に基づき第二次評価として判定を行う。 

第二次評価の実施に当たっては、担当者は施策･事業の内容と実績を分かりや 

すく具体的に評価者である教育委員に説明を行い、また併せて第一次評価判定

に至る観点についても説明を行う。 

 

(３)点検・評価結果の構成 

 ①評価対象 

 「第五次富士吉田市総合計画」及び「富士吉田市教育行政基本方針」に基づ 

いた項目ごとに評価・点検を行う。 

 ②事業内容・実績・対象者等 

 各項目の目標達成に向けて、主に取り組んだ事業内容、実績及び対象者等を 

具体的に示す。 

 ③成果･課題等 

 事業の実施に伴い、教育上効果があった内容、成果及び課題等を示し、課題 



   

 9 

については、対応策も考えて示していく。 

 ④内部評価（５段階評価） 

担当評価として各担当において項目ごとにＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの５段階の評

価を付けます（担当と課長の協議により）。次にヒアリングを教育委員会委員５

名が各事業の担当課より事前に配布してある事務概要（事務事業診断書）に基

づき行い、その内容により最終評価を行います。 

⑤担当課等 

 事業を実施した担当課等の名称を示す。 

（評価判断基準） 

Ａ･･･事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業拡

大を望む 

Ｂ･･･事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業拡大を望

む 

Ｃ･･･事業の目標が概ね達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達

成できないが、事業見直し・改善を検討する必要がある。 

Ｄ･･･事業の目標が概ね達成された場合、もしくは、課題を残し目標も十分達成 

できてないが、事業縮小を検討する必要がある。 

Ｅ･･･検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止もしくは廃止を検討する必要 

がある。 
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（４）評価結果 

Ⅰ 豊かな人間性の育成 
項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(1) 
就

学

前

教

育

の

充

実 

1 就園環境の充実 

○私立幼稚園支援事業 

当事業は、富士吉田市私立幼稚園

就園奨励費補助金交付規則に基づ

き、幼稚園に就園する園児の保護者

の市民を対象に、家庭の経済的負担

を軽減し、幼稚園への就園を促進す

るための事業である。 

また、私立幼稚園と公立保育園の

負担割合に対する格差是正を行う

ものである。 

なお、私立幼稚園職員の資質向上

を図るため、市内の幼稚園が実施す

る研修会及び講習会に要する費用

に対し、予算の範囲内で補助を行っ

た。 

実績（市内 6 園・市外１園の園児

352 人に対し補助金を交付した。） 

 

 

成果 

 平成 22 年度に続き平成 23 年度

も、私立幼稚園就園奨励費補助金交

付規則の改定を行い、補助金の増加

を図り、幼稚園に通う保護者の経済

的軽減を行った。   

  

課題 

県内の他市の幼稚園就園奨励費

の補助金交付額の水準を比較検討

するとともに、財政と協議しなが

ら、補助金交付額を検討する。 

また、幼児教育の面から保育との

連携推進、園職員の更なる資質向上

を図るための支援が必要となって

いる。 

 

A 
 

 

学校教育課

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

2 教科指導の充実 

○富士吉田市外 1 市 2町 4村 1組合

充て指導主事共同設置事業 

地教行法の改正により市町村教

育委員会は、その事務所に指導主事

を置くように努めなければならな

い。 

富士吉田市外 1市 2町 4 村 1組合

は、共同して地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第 19 条の規定

による指導主事を、富士･東部教育

事務所内に設置し、学校における教

育課程、学習指導、その他学校教育

に関する専門的事項の指導を行っ

ている。 

 

○学習指導充実事業 

 地域のことについて学ぶための

社会科副読本、環境副読本の作成及

び教師用の指導書の購入を行う事

業である。 

社会科副読本：3 年に一度刊行 

環境副読本 ：5 年に一度刊行 

また、教員を志望する学生の実習

活動を有効に活用することにより

市内の小中学校の教育活動の更な

る充実を図るため、学生ボランティ

ア、学生指導員を派遣する。 

 

成果 

本市が共同設置の事務局となり、

富士･東部教育事務所内に 2 名の指

導主事を設置することにより、経費

負担の軽減、各種指導において公平

に専門的な指導体制が図られてい

る。 

 特に学校への各種専門的指導、指

導主事の資質向上のための研修会

等に係る経費を負担している。 

 

 

 

 

 

成果 

 この副読本により、児童生徒が、

地元富士吉田の人々の暮らし・歴

史・産業などや地域の自然環境・気

候・生物などについて分かり易く学

んでいる。なお、平成 23 年度は、

社会科副読本の増刷を実施した。ま

た、学生ボランティアを派遣につい

ては、児童生徒にとって、教育活動

の充実が図れた。 

 

 

A 
 

学校教育課

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

 

 

 

 

 

○各小中学校教育振興事業 

 学習指導要領に沿った教育を円

滑に推進するための教材等の整備、

購入等を行っている。 

 
 
 
 
 

 

課題 

学生ボランティア、学生指導員に

ついては、積極的に PR し、人員の

確保に努める。 

 

成果 

予算削減の中、児童生徒の教育環

境の整備及び円滑な教育活動を維

持している。 

 

課題 

パソコン教室の機器・ソフトウェ

アについては、質の高いものを着実

に整備してきており、それらを有効

活用した質の高い授業に努める。 

 
 

 

 

 

 

 

学校教育課

 

 

 

 

 

 

 

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

3 特色ある学校づくりの推進 

○小中学校特色ある学校づくり事業 

各小中学校において独自の学習活

動を行い特色ある学校づくりの推進

を行っている。 

 

成果 

金管バンドや富士山教育を中心

にその他、朝の読書活動、合唱活動、

栽培活動等の取り組みを実施した。 

 

課題 

取り組み内容について、学校ごと

に、地域や学校、児童生徒の実態に

即した教育目標を設定し、より特色 

のある事業展開に努める。 

A 
学校教育課 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

○小中学校校外活動等支援事業 

児童生徒の健やかな心とからだ

を育てるため、学校での授業のみな

らず校外での活動を支援する事業。

主なものとしては、校外行事におけ

るバス等の借上げ（バンドフェステ

ィバル、親善音楽会、郷土学習、林

間学校等）や、全国大会、関東大会

等の参加者へ補助金がある。 

 

 

○富士山教育研究実践事業  

平成 15 年度から推進してきた富

士山教育推進事業の成果を継続し、

さらに特色ある富士山教育の実践

を地域に即したものとして定着を

図ることができるよう研究を進め、

各校での実践を推進していく。 

【実績（臨地研修）】 

春（6 月） 浅間神社の開山祭

夏（8 月） 
吉田口（5 合目～

馬返し） 

秋（10 月） 
須山口登山御師 

集落 

 

成果 

バスの借上げや各種大会の参加

者への補助を適切に行い、各校外行

事が円滑に実施できた。 

 

課題 

厳しい財政状況ではあるが、豊か

な学校生活を送るためにも、今後と

も校外活動への支援を実施してい

きたいと考える。 

 

成果 

4 回の研究会・3 回の臨地研修会 

が実施でき、先生方の富士山教育へ

の理解が深まり、資料収集をするこ

とができた。また、富士山について

研究された資料を研究委員でまとめ

各小中学校に配布してきたが、手作り

の報告書だと耐久性に弱く、長期保存

及び教材化していくためにも印刷業

者にて製本化した。平成 23 年度最後

の実践授業は明見小学校で行われ、メ

ディアの取材が入った。 

 

課題 

さらなる富士山教育を実践する

ことで、定着、浸透を図る必要があ

る。 

 学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育研修所 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

○ 学力向上パイロットスクール事

業 

各教師の「授業技術や資質の向上」

するために、調査・研究した内容を、

発表会などを通じて指導方法に確立

を求めるとともに、生徒の「基礎学力

の向上」を推進する。 

 

※山梨県の補助事業であり、新学習指

導要領で提唱されている「学力向上」

に対し、県内から５校の実践校として

明見中学校が指定され、県と委託契

約を締結し、実施する事業である。

 

 

成果 

2 ヶ年の事業計画に基づき、モデ

ル校として学力向上の実践校とな

るため、調査・研究を行い、その指

導方法の確立するために、講師を招

き、研究会を実践した。 

 

課題 

2 年目は、県内で 5 校の指定校が

順次で研究成果を発表し、教育現場

へ確立した指導方針を周知するこ

とである。 

 

  

 

学校教育課 

 

 

 

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

4 国際理解教育の推進 

○外国語指導講師事業 

平成 22 年 9 月より、直接採用か

らすべて専門業者による業務委託

にしたことにより、小学校外国語

（英語）活動推進事業と中学校外国

語指導助手派遣事業を統合。 

平成 24 年 2 月にプロポーザルを実

施し、小学校はインタラック、中学

校はボーダリンクと契約した。（小

学校は 2 校に 1名、中学校は各校 1

 

成果 

平成23年度より小学校5～6年生

に外国語活動が必修化された。それ

に伴い、児童の外国語に対する興味

関心が高まるよう推進し、外国語指

導講師と触れ合うことを通して、異

文化理解が図られた。 

さらに、コミュニケーション能力を

向上させ国際社会に対応できる人 

材を育成してきた。 

B 
 

 

教育研修所 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

名の外国語指導講師を配置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○教育研修所事業 

・外国人子女等指導協力者派遣 

外国人子女の在籍する学校に外

国語を通訳できる者（指導協力者）

を巡回派遣し、児童生徒が学校生活

に適応できるよう支援する事業。 

【実績】 

ポルトガル語 ４回 

 
 
 
 

外国語活動について情報交換がで

きる研究会が年 4 回実施できた。 

 

課題 

年間計画の作成を含めたさらな

る授業研究、並びに評価方法の研

究。 

富士吉田市を題材とした学習指

導案づくり。外国語を使う機会の保

証。 

 

 

 

成果 

日本語の話せない外国人子女等

に指導協力者を派遣して、学習面や

生活面の指導を行い、周囲との意思

疎通を図るとともに、学校教育活動

への積極的な参加も得られた。 

また、保護者への通訳により学校

と家庭との橋渡しができた。 

 

課題 

人材の確保が課題である。 

 

 

 

 

教育研修所

 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 



 16

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

5 特別支援教育の推進 

○富士吉田市外 1市 2町 4村 1組合

ことばの教室共同設置事業 

昭和 47 年から富士吉田市外 1 市

2 町 4 村 1 組合の「ことばの教室」

を設置し、幼児・児童・生徒に適切

な言語教育等を指導する。 

 

※学校教育法施行規則第 140条第 1

号に規定する者のうち、言語に障

害のある者のために、適切な言語

教育等を行う。 

※指導については、概ね一人 60 分の

指導週 1 回を基本として行う。 

 

 

 

 

 

○特別支援教育推進事業 

障害のある児童生徒の教育現場

において、学習活動の支援を必要と

する児童生徒に対し、補助的な支援

する。 

 

※平成 19 年度、学校教育法の改

正に伴い、特別支援教育が義務づけ

られた。 

 

成果 

下吉田第二小学校内に「ことばの

教室」の 5 名の専任教諭を配置し、

延べ 86 名の幼児・児童・生徒に適

切な言語教育等を指導していた。 

事業費は、各市町村の負担金とし

て、児童生徒数割と距離割にて算出

され、負担軽減されている。 

 

課題 

ことばの教室は、指導待ちの児 

童もおり、相談件数も増えている状況

である。また、教室が小学校内にある

ため、教室の確保が厳しい状況となっ

ている。 

山梨県へ職員の加配の拡大と併せ

て、「学校以外の教室の確保」を要望

していく。 

 

成果 

事業を初めてから 4 年目となり、障

害がある児童生徒及び学校の状況

により、特別支援教育支援員の再配

置を行い、障害のある児童生徒の教

育が適切に行われ学校運営も円滑

に推進された。 

（４小学校 6 名配置） 

B 
 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(2) 
教

育

内

容

の

充

実 

 課題 

年々障害者の増加傾向であり、症 

状の多様化する中、教育現場を円滑

に運営するためにも、学校の状況分

析を行ったうえで支援員の増減の 

配置が必要となる。 

  

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(3) 
教

育

体

制

の

充

実 

6 教育相談体制の充実 

○教育研修所事業 

・教育相談の実施 

不登校及び心身に悩みを持つ児

童・生徒に対する組織的・継続的な

指導を行うとともに、生徒指導全般

にわたり、一層の充実を図る。 

（電話相談・来所相談・訪問相談・

就学相談等を実施） 

 

平成 23 年度  教育相談数 100 件

 

 

成果 

①学校教育課の自立支援員（1 人）

訪問アドバイザー（3 人）と連携を

図り、諸機関との情報交換を通し

て、児童生徒の望ましい成長を支援

することができた。さらに、不登校

児童生徒一人ひとりの学習や生活

態度に寄り添い、きめ細やかな指導

を行った。また、不登校児童生徒の

教室（教育支援室）は富士吉田市民

会館の２階に設置した。 

②教育支援室来室の不登校児童

生徒 8 人中 4 人が学校に復帰した。 

  

B 
 

教育研修所 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(3) 
教

育

体

制

の

充

実 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学校訪問アドバイザー事業 

 不登校児童生徒対策のため、いち早

く関係機関と連携を図るために、学校

訪問アドバイザー3 名と問題を抱え

る自立支援員 1 名を配置し、居場所

づくり対策のために教育支援室を設

置するなど、学校復帰や進路の実現の

ためを図る。 

 

 

※山梨県教育委員会から平成 19

年度重点課題として不登校対策に

取組んでいる。 

 

 

課題 

不登校児童生徒の運動する場所の

確保（週に 1 回青少年センターにて

スポーツサークルに参加）。 

小中学校を含めて諸機関とのさ

らなる情報交換と連携を図る。 

 

 

成果 

不登校児童生徒の心の居場所づ

くりを第一に考え、児童生徒、在籍

校や保護者、関係諸機関と密接な連

携を図りつつ、人間味のある温かい

支援室の運営に行った。 

 

 

 

課題 

現在は教育支援室を教育相談室、図

書館の 2 ヶ所設置し運営している

状況である。しかし新庁舎完成に伴

い、教育相談室が取壊しとなること

から、新たなる教育支援室の候補選

定する必要がある。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(3) 
教

育

体

制

の

充

実 

7 教職員の資質向上 

○教育研修所事業 

ａ.先進校留学研修 

特色ある教育に先進的に取り組む

県外の小中学校で、研修先の一員とし

て勤務しながら、自己の研修課題に取

り組む。 

＊実績 

吉田中 
若狭町立三方中学

校（9/26～9/30） 

下吉田中 
富士市立田子浦中学

校（11/14～11/18）

下二小 
奈良女子大学附属小

学校（11/21～11/25）

 

ｂ.各種研修会 

教育現場の多様な教育課題に対応

するため、ＱＵ・情報・特別支援教育・

生徒指導視察研修などの研修を企画

実施し、教職員の資質及び指導力向

上を図る。また、新転入者等を対象

に富士吉田周辺の地域の理解を促

すとともに、富士山教育の推進を図

る研修を実施する。 

 

＊実績 

 19 講座 延べ 276 人参加 

 

 

ａ.成果 

中堅的な立場にある教職員を県

外の実践校に 5日間派遣した結果、

資質・能力の向上等を図ることがで

き、先進校で学んだ知識や教養を授

業等で還元した。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ.成果 

富士吉田市の児童生徒の実態を

踏まえた上で、集団づくりに必要な

ＱＵ研修会・クラスルームソーシャ

ルスキル研修会を実施することが

できた。 

それ以外にも小学校外国語 

活動研修会・特別支援教育研修会・ 

情報モラル教育研修会・パソコン研 

修会などができた。 

また、各種研修会のアンケートを 

見ても、どの研修会も満足度が高

く、研修会の成果が上がったと考え

られる。 

B 
 

教育研修所 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(3) 
教

育

体

制

の

充

実 

 

 

 

 

 

 

ｃ.私傷病休暇等代替職員派遣 

市内小中学校の教職員が傷病休

暇等の際には、要請に応じ私傷病休

暇等代替職員を派遣し、児童の教育

充実に資していく。 

＊実績 

第二小学校 4 日 

明見小学校 10 日 

吉田小学校 35 日 

吉田西小学校 10 日 

明見中学校 1 日 

    合計  60 日間 

 

 

ｂ.課題 

参加者の研修成果のさらなる実践。

現場のニーズを踏まえ、教育研修所の

主体性を持った研修内容の企画。 

 

 

ｃ.成果 

研修への参加や、傷病休暇をとる

先生などの代替職員として小中学

校へ派遣することで、実際の児童の

指導や授業にあたり、現場にとって

とても有効な運営となっている。 

 

ｃ.課題 

小学校については、教育研修所所

属の職員が各小学校の要請に応じ

代替職員として対応しているが、中

学校については、教科ごとなので人

材の確保が難しい。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(3) 
教

育

体

制

の

充

実 

8 学校間等の交流連携の推進 

○教育研修所事業 

ａ.各種研究会の設置 

  生徒指導研究会 

  特別支援教育推進委員会 等 

 

ｂ.各種発表会の開催 

  ・親善音楽会 

  ・バンドフェスティバル 

  ・理科自由研究発表会 等 

 

ｃ.各種刊行物の発行 

  ・すその（作文集） 

  ・ふじざくら（感想文集） 

・教育研究       

・幼保小連携連絡報告書  

・富士山教育研究報告書 等 

 

ｄ.富士吉田市幼保小連携連絡 

会議の開催 

 

 

ａ.成果 

教育相談員等が研究会などのと

りまとめ役となり、学校現場と円滑

な連携ができている。 

 

ｂ.ｃ.成果 

教育講演会・親善音楽会・バンドフ

ェスティバルや版画展等の発表会を、

改修工事が完了したふじさんホール

にて実施した。 

これにより市内小中学校の教職員

や児童生徒同士の交流の場所ができ

た。 

また、市内教職員の研究成果及び

23 年度から実施された幼保小連携

連絡会議の内容も冊子にまとめた。 

 

ｄ.成果 

平成 23 年 3 月に富士吉田市内の

幼稚園、保育園、小学校の連携を図

り、幼児期から児童期にかけての子

どもたちの健やかな育成を目指す

ことを目的に幼保小連携連絡会議

の事業を設置した。これにより、23

年度は、幼保小連携会議を開催し、

幼稚園・保育園・小学校間の情報を

共有することができた。 

B 
 

教育研修所 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(4) 
教

育

施

設

の

充

実 

9 学校施設の管理・整備 

○小中学校校舎等維持管理事業 

児童・生徒や教職員が安心して快

適に過ごせるような学習環境を確

保するために、環境整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

○小中学校管理事業 

学校の安全管理や設備・機器等を

維持していくために、物品や備品等

の購入を行い、円滑な学校運営を実

施している。 

 

 

 

 

 

 

○学校環境整備事業 

緊急雇用対策として学校環境支

援スタッフとして 6 名採用し、児童

生徒が学校生活及び学習に対して

補助的な支援する。 

 

成果 

修繕については、優先順位などを

精査した上で、学校運営に支障がな

いように努めた。 

 

課題 

校舎等の老朽化が進行している

ため、今後とも、既存校舎等の設備

の改修を着実に行っていく必要が

ある。 

 

成果 

 各学校とも適切に維持管理を行

い、円滑な学校運営に努めた。 

また、住民生活に光をそそぐ交付

金を活用する中で、各小中学校の図

書を購入した。 

 

課題 

学校の安全管理や児童・生徒の健

全育成に努める。 

 

成果 

学校生活するうえで、特別支援を必

要とする児童生徒に対して、6 名補

助員を小学校 4 校、中学校 1 校へ派

遣し、充実ある学校生活ができた。 

B 
 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(4) 
教

育

施

設

の

充

実 

10 学校体育館の建設 

○小学校屋内体育施設改築事業 

老朽化および耐震性が不足して

いる小学校体育館について、計画的

に改築を行うことにより、安全性を

確保するとともに、学習環境の一層

の向上を図っていく。 

 

 

成果 

吉田西小学校および明見小学校の

屋内運動場改築を実施した。アリーナ

や各種設備が新しくなったことによ

り教育環境の質的向上がなされた。 

また、非常災害時には地域住民の応

急避難場所としての役割も果たすこ

となる。 

 

課題 

計画どおりに実施された事業であ

り、平成 24 年度をもって完了する。 

A 
 

学校教育課 

 

 

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(5) 
健

康

安

全

教

育

の

推

進 

11 保健管理の徹底 

○就学時健康診断事業 

学校保健安全法第 11 条に基づき

小学校入学予定者の健康診断等を

行う事業で、内科、歯科、耳鼻科の

医師による健診及び聴力、視力、知

能検査等を実施している。 

 

○児童生徒健康管理事業 

学校保健安全法第 13 条に基づき

内科、歯科の健診及び心臓、尿、 

 

成果 

市内小学校 7 校で実施し受診者

数は 409 人であった。内科、歯科、

耳鼻科の医師による診察で治療等

必要な幼児に指導、助言を行った。

また教育相談も行った。 

 

 

成果 

児童生徒の健康管理に関して、健 

 

B 
 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

 

ぎょう虫検査等を実施している。ま

た市内小中学校に学校医の配置を

している。 

延べ人数 医師  50 名 

     歯科医 16 名 

       薬剤師 11 名 

 

診・検査等で学校医と連携し治療等

の指示及び疾病の予防を行った。 

 

  

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(5) 
健

康

安

全

教

育

の

推

進 

12 学校給食の充実と推進 

○ 学校給食センター運営事業 

児童・生徒・幼児が、栄養のバラ

ンスのとれた食事が摂取できるよ

う、成長期にある児童生徒等の健康

の保持増進と体位の向上を図るこ

とを目的として、安全でおいしい給

食を、市内小・中学校 11 校及び市

内 6 保育園に提供した。 

 

・ 年間給食数 

          【単位：食】

22 年度  23 年度 

小学校  600,857  597,338 

中学校  335,643  329,069 

保育園  128,102  141,056 

その他    8,632    8,369 

 合計   1,073,234  1,075,832 

 

課題 

給食センターの今後について 

 

 センターは、昭和 59 年 11 月に開

設し、28 年を経過し、老朽化によ

る影響が各所で見受けられる。 

 また、現在の給食施設の運営につ

いては、学校給食法による学校給食

衛生管理基準に基づき、運営するこ

ととされているが、当センター施設

では、対応しきれない状況があり、

施設の建替え等が必要である。 

 

B 
 

学校給食 

センター 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

(5) 
健

康

安

全

教

育

の

推

進 

・ 小・中学校児童・生徒、保育園

幼児数（5 月 1 日現在、教務除く）

【単位：人】

      22 年度 23 年度 

小学校児童数  3,011  2,941 

中学校生徒数  1,755  1,684 

保育園幼児数   483     500  

合計         5,249   5,125 

 

   

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(6) 
義

務

教

育

の

充

実 

13 就学環境の充実 

○児童生徒就学援助・奨励事業 

経済的な理由により就学困難と

認められる児童生徒の保護者に対

して必要な援助を行った。 

また、特別支援学級に在籍する児

童生徒の保護者の経済的負担を軽

減するため、その負担能力の程度に

応じて必要な援助を行った。 

 

○問題を抱える子ども等の自立支

援事業 

 不登校、暴力行為、いじめ、児童

虐待等の学校が抱えている問題等 

 

 

成果 

教科書は無償配布されるが、他の

学用品、給食費、修学旅行費、校外

学習費にかかる費用の一部を援助

することにより、多くの対象児童生

徒が等しく教育が受けられた。 

 

 

 

成果 

年々深刻化する教育相談課題の

解決に向け、問題を未然に防ぐこと 

 

B 
 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(6) 
義

務

教

育

の

充

実 

について、自立支援指導員を配置し、

未然防止、早期発見、早期対応につ

ながるように各関係機関と連携を図

る中で、効果的な取り組みを実施す

る。 

 

※平成 19 年度、文部科学省による補

助事業であり、県と委託契約を締結

し、実施する事業である。 

 

を視点に起き、相談者の心に寄り

添った面接相談や電話相談を実施

した。 

  

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(7) 
高

等

学

校

・

高

等

教

育 

14 高等学校教育の振興及び連携

○教育委員会管理事業 

小・中・高連携連絡会議は、市内

小中学校長 11 名、高校学校長 6 名、

教育長、研修所所長、教育事務所 3

名により、小中高の成長プロセスを

通して理解や支援を進めることが必

要であり、特に義務教育から高等学

校への連携した生徒理解の試みが重

要となる。 

 

成果 

市内小中学校長 11 名と高校 5 校

の校長による連携会議が開催さ

れ、相互の連携に向けた会議が行

われた。 

 

課題 

最近は、高校や大学へ合格する 

ための教育が重視されてしまい、

周囲との協調性や思いやりが欠け

ている人が増えている。精神修養

を、小中高支援学校が連携して長

期的な視点で学び、自立できる人

間形成をする。 

B 
 

学校教育課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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Ⅱ 市民文化の形成 
項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(8) 
社

会

教

育

の

推

進 

15 社会教育体系の確立 

○社会教育推進事業 

市民のニーズや時代に即した生涯

学習の場を提供するため、情報収集、

事業の立案等を行い、社会教育・生

涯教育の進展を図る。 

また、社会奉仕団体へ補助金を交付

し、各種ボランティア活動を支援す

る。 

 

 

・社会教育委員業務 

・富士吉田市連合婦人会補助金 

 

 

 

 

成果 

社会教育委員の会の開催や各種協

議会、研修会に参加することで、社

会教育･生涯学習における情報の収

集、計画の立案に寄与した。 

また、社会奉仕団体への補助金を

交付し、ボランティア活動を支援し

た。 

 

 

課題 

社会教育委員等の指導・助言を

得ながら、時代に即した社会教育

事業のあり方や、年次計画を策定

し事業の進展を図る必要がある。 

また、団体への補助金の交付に

ついては、補助内容を精査検討す

るとともに受益者負担を求めてい

く。 

 

 

 

 

 

B 
 

 

生涯学習課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(8) 
社

会

教

育

の

推

進 

16 魅力ある講座の充実 

○生涯学習講座事業 

生涯学習に関する市民の多種多様

な要望に応えるため、様々な学習の

情報・機会・場所を提供するととも

に、学習内容の充実を図るべく、時

代に即した各種教室、講演会等を開

催する。 

 

・富士の里市民大学の開催 

・家庭教育学級の開催 

・寿教室の開催 

・中央、地区社会学級の開催 

・成人学級の開催 

・富士山ジュニアカレッジ 

・昭和大学公開講座補助金 他 

 

 

○子供読書推進事業 

子どもたちが、積極的に読書活動

を行う意欲を高め、生涯にわたる読

書習慣を身につけることができるよ

うに、読書体験の機会を提供しその

環境づくりの支援を行う。 

また、子どもに対する図書館の利

用を促進し、活字を中心とした資料

を使った学習意欲を高めることや図

書館利用者及び未利用者に、図書館

成果 

「みずから求め、共に学びあお

う」をスローガンに、各学級に見

合った講座を開催している。講座

内容や各種学級の見直しを逐次行

うことにより、生涯学習体制の整

備、充実、推進に寄与した。 

 

課題 

多様化する市民ニーズや時代に

即した講座を開催するためには、

常に講座内容を検討するととも

に、限られた財源のなかで、講師

の確保等運営に努める必要があ

る。 

今後、これらを含め各種講座事

業のあり方等、社会教育委員とと

もに検討、改善していく。 

 

成果 

ボランティア「このはなさくや」

とともに、週 1 回の乳幼児対象の

おはなし会、月 1 回の幼児から小

学校低学年対象のおはなし会を行

い、絵本の楽しさを伝えることや、

健康推進の担当者と 4 ヶ月健診に

おいて絵本 2 冊等の入ったブック

スタートパック（ファーストブッ 

A 
 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書館 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(8) 
社

会

教

育

の

推

進 

を通じての学習活動への参加を促進

することを目指す。 

 

・4 ヶ月健診 ブックスタート 

事業     17 回 346 人 

・1 歳児 読書案内（ぴよぴよ  サ

ロン開催時）6 回 372 人 

・2 歳児 読書案内（歯科検診時） 

18 回 794 人 

・図書館でのお話し会 

毎週木曜日 48 回 3,206 人 

毎月第４土曜日 12 回 412 人 

 

 

 

 

 

・学校図書館等資料支援 

小中学校、保育園、幼稚園、放課

後児童クラブなどに向けた団体貸出

用資料の整備。財源として教育文化

振興基金（羽田辰男氏からの寄付金）

を使用。 

・学校図書館連携 

団体貸出し 小学校  4,476 冊 

      中学校    67 冊 

お話し会の実施 

連携資料の整備 

ク）を渡し、本を通じた親子の暖

かい時間を設けるきっかけを作っ

た。 

また、小学生、中学生にはそれ

ぞれの入学時に本をプレゼント

（セカンドブック、サードブック）

し、読書体験の機会を提供、一方

学校図書館連携として、基金を利

用した資料の充実や学校への児童

書の貸出など、読書並びに図書館

への興味を醸成する環境を作っ

た。 

図書館システムの統合が平成 21

年 4 月から本格的に稼動し、資料の

一元化に伴い、全ての学校から資

料を横断的に検索できるようにな

った。 

 

課題 

子ども読書活動推進計画の策定

を受け、その総論に対する具体的

な事業の計画や実施方法を確立す

ること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書館 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(8) 
社

会

教

育

の

推

進 

・羽田ブックプレゼント 

教育文化振興基金（羽田氏の寄付

金）を財源。 

 

・学校図書館システム統合 

市立図書館とシステムを連携する

ことにより経費の削減と資料の一元

管理を実施し、今まで以上に利用し

やすい環境を構築している。 

 

・子ども読書活動推進計画 

子どもの読書環境の整備のため平

成24年度から5年間の総合的な指針

となる子ども読書活動推進計画を策

定した。 

   

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

社

会

教

育

施

設

の

整

備 

17 各施設の充実強化・利用促進

 

○市民会館管理運営事業 

文化情報の発信基地、市民の文化

学習の場である市民会館及び富士五

湖文化センターを効率的な管理運営

を行い、地域住民の福祉の増進、文

化の向上及び地域の発展を図る。 

・富士吉田市民会館 

 

 

成果 

平成 23 年 4 月に開館した新しい市

民会館及び富士五湖文化センター

は、施設の機能や利便性が向上し、 

また、指定管理者による円滑な管

理運営により、多くの市民に利用 

され、地域住民の福祉の増進、 

B 
 

 

生涯学習課 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

(9) 
社

会

教

育

施

設

の

整

備 

・富士五湖文化センター 

 ・ふじさんホール開館記念事業の

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市民体育施設管理事業 

 市民のスポーツ・レクリエーショ

ン活動及び、その他スポーツ振興を

図るため、体育施設等の管理運営を

行う。 

 

 

・ 鐘山スポーツセンター 

・ 大明見グラウンド 

・ 笹子コニュニティースポーツ広

場 

・ みずほ公園スポーツ広場 

 

文化の向上に寄与した。 

 平成 23 年度利用者数は、64,478

人となっている。 

 

課題 

指定管理者である（一財）富士

吉田文化振興協会は、新施設のオ

ープンからこれまで、まずは円滑

な管理運営を最優先に取り組んで

きた。今後は、更に集客を上げ稼

働率を上昇させるとともに、いか

に地域の芸術文化の振興を図って

いくかが課題である。 

 

 

成果 

指定管理者による施設の効率的

な管理運営を行い、地域住民の健

康の増進、スポーツの振興を図っ

ている。 

 

利用者数  

鐘山スポーツセンター  3,656 件 

大明見グラウンド       58 件 

笹子コニュニティースポーツ広場 

243 件 

みずほ公園スポーツ広場  370 件 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

(9) 
社

会

教

育

施

設

の

整

備 

○図書館管理運営事業 

生涯学習社会の中で市民の学習活

動や文化活動の情報発信基地として

の役割を担い、市民に対し適切な図

書館サービスができるよう、資料の

収集、情報の提供、図書館間の相互

協力など読書環境の整備・充実を図

るとともに調査研究する手段として

の確かな情報を選択する情報データ

ベースの導入を図り、地域の情報拠

点としての図書館を確立する。 

また、このような図書館運営を安

定して実現できる職員の資質、能力

の向上に努める。 

 

平成 23 年度貸出数 

 開館日数   292 日 

    貸出数  395,708 冊 

平成 22 年度貸出数 

     開館日数   292 日  

貸出数  303,714 冊 

 

 

成果 

平成 23 年 4 月の新館オープンの

新しい環境の下、利用者に最新の

資料を提供するため新刊書を重点

に選書を行い、有効・有用な、ま

た時機を得た資料提供のため予約

やリクエストサービス、図書館相

互貸借を実施するなど、期間の限

られた中で利用者の要求・要望に

対し満足度の高い評価が得られる

よう図書館サービスに努めた。 

結果として、旧館との比較で

30％の貸出増となった。 

 

 

課題 

 新館 1 年目は当初目標としていた

貸出数値を概ねクリアすることが出

来たが、2 年目、3 年目とさらに増加、

もしくは維持してゆくための図書

館サービスを実施する必要性があ

る。 

 

地域資料や行政資料の収集に留意

し、地域のことは図書館で調査で

きる体制を整備する。 

 

  

図書館 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

(9) 
社

会

教

育

施

設

の

整

備 

○博物館管理運営事業 

社会教育施設として博物館の設置

及び管理に関する条例、規則に基づ

き歴史、民俗等に関する知識の向上、

市民文化の発展に寄与することを目

的に管理、運営を行っている。 

 

平成 23 年度実績 

・博物館入館者   6,375 名 

・ドーム経由入館者 4,728 名 

       合計 11,103 名 

 

平成 22 年度実績 

・博物館入館者   7,734 名 

・ドーム経由入館者 3,959 名 

合計  11,693 名 

 

 

成果 

博物館エリアの環境整備等を実

施し、魅力ある博物館としての施

設利用の促進を図っている。 

 

 

課題 

施設の老朽化による維持費(修

繕費等)の増加。 

平成 24 年の機構改革により「博

物館リニューアル推進室」が設置

され、リニューアルについて準備

中。 

エネルギー不足に伴う節電の実施。 

  

 

歴史文化課 

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

生
涯
ス
ポ

ツ
の
推
進 

18 指導者の育成と指導体制の 

充実 

○富士吉田市体育指導委員事業 

スポーツ推進委員（24 名）により本

市のスポーツ事業における指導、また

市民のスポーツ活動の普及、振興を図

る。 

 

 

成果 

市及びその他の団体が行うスポー

ツ行事への協力をはじめ、各種研

修会にも出席し、市民の体力向上、

スポーツの普及、振興を図った。 

B 
 

 

生涯学習課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

 

 

 

10 

生

涯

ス

ポ 

 

ツ

の

推

進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○部活動スポーツ指導者派遣事業 

中学校の部活動の技術向上を図る

ため、中学校に社会人指導者を派遣

する。 

課題 

各種イベントへの参加要請が繁

多を極め、体育指導委員の疲弊が

目立ってきている。 

今後は、参加イベントを精査し、

スポーツ推進委員本来の業務に取

り組める状況を整え、さらにニュ

ースポーツ等の紹介や実技指導等

を市民に広め、一人でも多くのス

ポーツ人口を増やす努力をしてい

く必要がある。 

 

成果 

専門的な技術指導のもと競技力

も向上した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

 19 スポーツ・レクリエーション

参加機会の充実 

○市民スポーツ教室事業 

各種教室を開催し、市民の健康増

進、スポーツの普及発展を図る。 

（富士吉田体育協会委託事業） 

 

成果 

市民を対象に、スポーツに親しむ

機会を増加させ、市民のスポー

ツ・レクリエーション活動の振興

を図った。 

計 19 教室、参加者人数 429 人、延

べ 179 日間、延べ参加人数 2,082

人 

B 
 

生涯学習課 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

 

 

 

 

 

 

 

10 

生

涯

ス

ポ 

 

ツ

の

推

進 

 

 

 

 

 

 

 

○市レクリエーション協会運営補助

事業 

市民のレクリエーション活動普及

振興を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公立学校体育施設一般開放事業 

一般開放に伴う市内小中学校の体

育施設の運営管理を行う。 

 

課題 

 スポーツ教室は、鐘山スポーツセ

ンターを中心におこなっているの

で、歩いてでも行ける場所（各 

地区のコミセン等）での教室を開

催する必要がある。 

 

成果 

市民のスポーツ・レクリエーシ

ョン活動の振興を図り、また、富

士登山競走ほか諸行事への協力

等、円滑な活動が図られた。 

 

課題 

協会構成員の高齢化が進む中、

新規会員の獲得と新たなレクリエ

ーション活動の展開及び活動につ

いて市民への積極的な周知広報活

動が望まれる。 

 

 

 

成果  

学校教育活動に支障のない範囲

で、市立学校の体育館・グラウン

ド等を開放し、市民のスポーツ活

動やレクリエーションの活動の場

として、提供できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

生

涯

ス

ポ 

 

ツ

の

推

進 

20 スポーツイベントの開催 

○富士登山競走事業 

市制祭行事の一つとして標高差

3,000ｍを駆け上る日本一の山岳マ

ラソン大会を開催し、本市に数多く

の選手が訪れることにより、スポー

ツの振興と日本一の富士山をアピー

ルし市の観光振興や地域の活性化を

図る。 

また、マレーシア「キナバル山国際

クライマソン」と山岳レースの連携を

結び、相互に交流する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○富士山ジュニアカップサッカー大

会事業（主催：富士吉田体協） 

関東近辺より 112 チームを招き、日

本一の富士山の真下で世界最大の競

技人口を誇るサッカー競技を行うこ

とにより、サッカーの振興と地域の

活性化を図る。 

 

 

成果 

市制祭行事の一つとして標高差

3,000ｍを駆け上る日本一の山岳

マラソン大会を開催し、本市に数

多くの選手が訪れることにより、

スポーツの振興と日本一の富士山

をアピールし市の観光振興や地域

の活性化を図った。 

申込者数 3,981 人、当日出走者

数 3,521 人の参加。 

 

課題 

救護体制を担保するため、参加

人員の抑制を図っているが、参加

希望者は増え続けており、大会内

容の検討が必要な時期に来ている

と思われる。 

 

 

 

成果 

サッカー競技を通じて、少年たち

の健全な心身の育成・相互の技術

向上と親睦を図ると共に、地域の

サッカー競技の普及・向上に寄与

することを目的とし開催出来た。 

B 
 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

 

 

10 

生

涯

ス

ポ

 

ツ

の

推

進 

 

 

 

 

 

 

 

○スポーツ振興事業 

市民のスポーツ・レクリエーショ

ン及びその他スポーツ振興を図るた

め、市民スポーツ大会、市民バスハ

イキング、また、各種スポーツ大会

等の実施を行う。 

課題 

 主催者の体育協会と主管のサッ

カー協会の市への依存体質を改

め、両協会に対し、係員の市職員

動員の抑制を求めていく必要があ

る。 

 

 

成果 

スポーツ振興事業を円滑に実施

した。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

 

10 

生

涯

ス

ポ

 

ツ

の

推

進 

21 団体の育成強化 

○市民競技力向上事業 

各種大会の自主運営を支援すると

ともに、全国レベルの大会に出場す

る団体に支援し競技力の向上を図

る。 

 またスポーツ少年団の運営を補助

することにより、将来的な競技力の

向上を図る。 

 

成果 

各種大会及びスポーツ少年団に

補助金を交付し、競技力の向上を

図った。 

 

課題 

スポーツ少年団等の指導者育成

をさらに充実させ、将来のスポー

ツ振興を担う人材の育成を図る必

要がある。 

 

C 
 

 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

11 

文

化

・

芸

術

の

振

興 

22 文化・芸術活動の推進 

○国民文化祭事業 

平成 25 年の山梨県国民文化祭に

おいて富士吉田市で開催される 

・富士山絵画展 

・食の祭典 

・マーチングバンド・バトント 

ワーリングの祭典 

の３事業の開催に向けての諸準備を

進める。 

また、開催機運の醸成を図るため、

ＰＲ活動を推進する。 

 

 

○芸術文化振興事業 

市民の文化意識を高め、心の豊か

さを養い、本市における文化向上を

図るため、芸術文化活動を支援する。

また、文化活動の成果、年間を通し

ての活動の集大成として、富士吉田

市文化祭を開催する。 

 

 ・梅若薪能実行委員会補助金 

 ・富士吉田文化振興協会補助金 

 ・富士吉田市文化協会補助金 

 ・富士吉田市文化祭の開催 

 

 

 

成果 

市実行委員会及び 3 事業の企画

委員会を設置し、それぞれの事業

の開催要項を作成した。 

 また、国民文化祭の開催機運の

醸成を図るためＰＲに努めた。 

 

課題 

国民文化祭開催についての市民

への周知度がまだ低くさらなるＰ

Ｒ活動が必要である。 

 

 

 

成果 

芸術文化活動団体に補助金を交

付し、地域に根ざした芸術文化の

向上に寄与した。 

第 59回富士吉田市文化祭を開催

し、文化功労者の表彰や公募展に

おいて作品の展示を行うととも

に、各種団体による文化祭参加事

業の実施や地区会館を中心に自治

会ミニ文化祭を開催し、多くの市

民に芸術文化への関心と理解を深

める機会を提供した。 

 

B 
 

 

国民文化祭

室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

11 

文

化

・

芸

術

の

振

興 

 課題 

芸術文化に関わる若年層の減少

や指導者の高齢化が見受けられ、

将来の芸術文化の振興を担う人材

の育成を図る必要がある。 

各種団体への補助金の交付につ

いては、補助内容を精査し内容に

応じた補助金を交付するととも

に、将来に向けて自主運営が可能

になるよう指導していく。 

  

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

12 

地

域

環

境

づ

く

り

の

推

進 

23 青少年施設の整備と活用 

○青少年センター管理運営事業 

青少年やその指導者が団体で宿泊

し、研修（団体生活）をしながら規

律・協力・友愛及び奉仕の精神を養

い、心身ともに健全な育成を図る。

成果 

小中学校の林間学校をはじめ各

種青少年育成団体等に宿泊･研修

活動の場を提供し、青少年の健全

育成活動を支援した。 

また、指定管理者による施設の

効率的・効果的な管理運営を行い、

利用者へのサービスの向上に寄与

した。 

 平成 23 年度利用者数は、延べ

14,100 人となっている。 

 

課題 

施設・設備の老朽化による大規

模改修（大屋根・ボイラー等）は、 

B 
 

生涯学習課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

地
域
環
境
づ
く
り
の
推
進 

 平成 21～23 年度の 3 年間をかけ実

施したが、細部に亘る修繕は、今

後増加すると予測されるが、指定

管理者と都度協議し最良の方法で

対応していく。 

 

 

  

 

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

13 

健

全

育

成

活

動

の

充

実 

24 健全育成体制の強化 

○放課後子ども教室推進事業 

子どもたちが地域社会に中で、心

豊かで健やかに育まれる環境づくり

を推進するため、子どもたちの安

全・安心な活動拠点（居場所）づく

りを推進する。 

 

 ・富士小わくわく子ども教室 

・下一小わくわく子ども教室 

(開級準備) 

 

成果 

富士小学校の余裕教室におい

て、「富士小わくわく子ども教室」

を開設し、放課後や週末等におけ

る子どもたちの安全で安心できる

活動拠点を提供した。また、来年

度に新規開設する下吉田第一小学

校における教室の整備を行い、開

級準備を図った。 

課題 

下吉田第一小学校に開設する放

課後子ども教室と学童保育におい

て、人的・経費的管理の面から、

各々の事業運営を検証し今後の事

業の方向性を確立する必要があ

る。当小学校を学童保育とのモデ

ル校として、他校への事業拡大を

目指していく。 

A 
 

生涯学習課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

14 

青

少

年

活

動

の

促

進 

25 社会参加の推進 

○青少年対策事業 

次代を担う青少年の健全育成を図

るためスポーツや研修会を実施する

とともに、地域育成会組織の体系づ

くりを推進する。 

また、青少年育成カウンセラーに

よる青少年の健全育成に係る指導、

相談、助言等を積極的に行う。 

 

・富士吉田市青少年育成会連合会

補助金 

 

・青少年育成富士吉田市民会議補

助金 

 

・青少年対策本部補助金 

 

・ボーイスカウト・ガールスカウ

ト推進本部補助金 

 

・成人祝賀式の開催 

 

・チビッコ広場補修費補助金 

 

・ジュニアリーダー合同キャン 

  プの開催 

 

成果 

関係機関との連携によりスポー

ツ大会、研修会等を実施し、また

自治会･育成会等と協力・連携を図

り、青少年の健全育成活動の推進

と明るい社会環境づくりに寄与し

た。 

 

 

課題 

青少年の健全育成は、地域ぐる

みで推進していくことが重要であ

る。 

今後においても青少年育成カウ

ンセラーや学校訪問アドバイザー

と連携を図り、市民会議や地域会

議、育成会長会議等の充実を図る

べく検討していく必要がある。 

 

B 
 

 

生涯学習課 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 



 42

項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

15 

文

化

財

の

保

護

と

活

用 

26 文化財保護の推進 

○文化財保護対策事業 

市内に所在する文化財の保存・活

用のため必要な措置を講じ、市民の

郷土に対する認識を高め、市民文化

の向上に努める。 

 

市内所在の指定文化財件数  

・国指定文化財 14 件 

・県指定文化財 10 件 

・市指定文化財 59 件 

     合計 83 件 

 

1 文化財の調査 

・小佐野家住宅建造物図面作成 

・御師家古文書等資料調査 他 

2 文化財の指定 

 ・旧外川家住宅（重要文化財 23 年

6 月 20 日指定） 

 ・吉田の火祭（重要無形民俗文化

財 24 年 3 月 8日指定） 

3 文化財の保存 

・西念寺「木造釈迦如来立像」の

修理 

・「北口本宮冨士浅間神社社務所」

玄関屋根の修理 

・「北口本宮冨士浅間神社本殿」火

災報知機の修繕 

 

成果 

市内の文化財の調査、文化財の

指定、保存のための維持管理、活

用を通しての市民への文化財愛護

の啓蒙等の事業を実施した。 

また、指定地域における開発等

に対する許認可事務を法に基づき

適正に処理した。 

 

課題 

市内に所在する指定文化財の破

損・老朽が認められた際は保存修

理を実施するが、 

予算削減のため災害時における

緊急修理等の対応が困難である。 

 

B 
 

 

歴史文化課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

15 

文

化

財

の

保

護

と

活

用 

・「中宿山神社のエゾエノキ・コブ

シ」の養生 他 

・重要文化財防災設備保守点検 

・無形民俗文化財保持団体及び文

化財愛護活動団体の運営活動

費補助 

4 文化財保護の啓蒙 

・指定文化財説明板 8箇所修繕 

5 文化財の活用 

・市管理文化財の見学受付及び現

地案内 9 件 

・文化財関係講演講師派遣 2件 

6 特別名勝富士山及び史跡富士山

の現状変更許可申請事務 

・平成 23 年度 35 件 

7 埋蔵文化財包蔵地照会受付 

・平成 23 年度 162 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 



 44

項

目 

事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 最終

評価

担当課 

15 

文

化

財

の

保

護

と

活

用 

27 保存・展示施設の充実 

○御師外川家住宅等整備活用事業 

御師文化の歴史と市民文化の発展

に寄与することを目的として外川家

住宅の管理、運営を行う。 

平成 20 年 4 月 26 日に竣工式を行

い、一般公開されている。 

平成23年 6月 20日重要文化財指定。

 

世界文化遺産構成資産候補。 

・平成 23 年度実績外川家入館者

5,152 名 

  ドーム・博物館経由入館者 

         1,145 名 

      合計 6,297 名 

・平成 22 年度実績 

外川家入館者 4,297 名 

ドーム・博物館経由入館者 

829 名 

合計 5,126 名 

  

○博物館学芸事業 

地域の歴史や文化に関係する貴重

な資料について調査を行い、資料を

収集保管し、展示公開する。 

また、歴史講座の開催や刊行物の

発行を通して、市民に市の歴史や文

化に対する理解と関心を深めてもら

成果 

一般見学者のほか、外川家住宅

を利用しての歴史講座を開催する

等、活用がなされている。 

 

課題 

団体入館時の駐車場とトイレの不

足。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果 

限られた予算と人員であるが、

手作りの企画展や講座を開催する

など、一定水準を維持した事業を

実施した。 

 

 

A 
 

歴史文化課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歴史文化課 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

15 

文

化

財

の

保

護

と

活

用 

う。 

1 企画展 

 ・写真展「富士山の四季」 

平成 23 年 4 月 17 日（土） 

～5月 29 日（日） 

 ・「縄文王国巡回展」 

平成 23 年 6 月 4日（土） 

 ～6 月 19 日（木） 

・重要文化財指定記念特別展「御

師 外川家」 

平成 23 年 7 月 1日（土） 

～10 月 23 日（木） 

・「甲斐絹展」 

平成 23 年 11 月 10 日（木） 

～平成 24 年 3 月 31 日（土）

2 歴史講座 

・「外川家で富士山学！」 

第 1回 平成 23 年 6 月 18 日 

第 2回 平成 23 年 7 月 16 日 

第 3回 平成 23 年 9 月 17 日 

  第 4 回 平成 23 年 10 月 8 日 

 ・「富士山学」（吉田高校） 

  第 1 回 平成 23 年 11 月 2 日 

  第 2 回 平成 23 年 11 月 9 日 

 ・山梨メッセンジャー事業講演 

（健康科学大学） 

平成 23 年 5 月 19 日 

課題 

現体制では、学芸員の数が不足

しており専門分野が限定されてい

る状態である。 

 

  

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

15 

文

化

財

の

保

護

と

活

用 

3 体験学習 

・夏休み自由研究プロジェクト 

「お札刷り体験」 

      平成 23 年 7 月 18 日 

4 刊行物の発刊 

・「MARUBI（博物館だより）」 

37・38 号（8P）各 3,000 部 

・企画展図録「富岳写真」増刷 

   （64P）300 部 

・富士山叢書「富士を登る」増刷（110P）

1,000 部 

・富士山叢書「富士山周遊図」増刷 

（表裏）1,000 部 

・調査報告書「吉田の火祭」増刷 

        （250P）300 部 

   

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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Ⅲ 教育委員会の活動及び運営に関して 
項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

16 

教

育

委

員

会

活

動

の

運

営

改

善 

28 教育委員会活動の充実 

○教育委員会管理事業 

教育委員会の運営体制を強化する

とともに、信頼される教育行政を推

進する。 

教育委員による学校訪問を始め、

学校教育施設の視察を実施する。 

また、教育委員会連合会の研修会

にも教育委員が参加し、教育に関わ

る研修を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果 

市民からの苦情や要望事項の問

合せ等に迅速・丁寧な対応に努め

るとともに、運営営体制の強化、

信頼される教育行政に向け、実態

に即した管理が図れた。 

また、教育委員会のホームペー

ジを立上げ、情報の共有化が図れ、

全国へ向けて情報発信できた。 

 

課題 

教育委員会ホームページの情報

が、陳腐化しないように対策する。 

 

A 
 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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項

目 
事業内容・実績等・対象者等 成果・課題等 

最終

評価
担当課 

16 

教

育

委

員

会

活

動

の

運

営

改

善 

29 教育委員会会議の活性化 

 

○教育委員会管理事業 

教育委員会として、調査・研究のた

めに、市長との意見交換会、学校訪

問、教育施設の視察等を行い、定例

会や臨時会の会議の場での活性化を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果 

平成２３年度の教育委員会活動に

ついては、会議の場でも色々な質

問や意見があり、教育委員会会議

の活性化として充分実施すること

ができた。 

A 
 

 

学校教育課 

 

（判断基準）A:事業の目標が達成され、計画以上の施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

B:事業の目標が概ね達成され、施策の進捗が認められる。更に事業の拡大を望む 

C:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業の見直し・改 

善を検討する必要がある。 

D:事業の目標が達成された場合、もしくは、事業・施策の目標が十分達成できないが、事業縮小を検討 

する必要がある。 

E:検討課題で具体的な成果もなく、事業の休止、もしくは廃止を検討する必要がある。 
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（５）自己評価の総評及び今後の方向性について  
 富士吉田市教育委員会事業の評価・点検を行い、本年度が第４回目の実施と

なった。  
本年度「事務事業の点検・評価」をするにあたっては、平成２３年度の事業

を対象とし、前年度評価において課題があった事業内容を考察するとともに、

評価形式においても評価内容の改善する形で実施した。  
具合的にこの評価は、個別の事務事業に対する評価ではなく、「第五次富士吉

田市総合計画」及び「富士吉田市教育行政基本方針」に基づいて、施策の体系

ごとに評価・点検を行ったものであり、評価者は単年度事業と長期的なマクロ

的視野に立った事業を確認する中において、担当者より事業の内容・実績及び

成果・課題についての説明を受け、その内容を基に教育委員による自己評価を

行う形式で実施した。  
 今回の評価について、評価者としては、当市における教育委員会事業につい

ては、概ね十分な成果があがり良好に推移していると評価できるが、包括的に

見れば評価体系（５段階）に個別の事務事業が有効的かつ的確に機能している

かを検証していくことも必要があり、今後、事業の統廃合や新規事業について

の考え方を柔軟にしていくことの必要もある。  
 教育の理念は、生涯に渡って「生きる力」を育むことであり、この評価を通

して、これからも皆様からいただいた課題や取組みの方向性についてご意見や

ご提案を参考にさせていただき、学校・家庭・地域が一体となって取り組み、

市民目線に立ち満足度の高い教育行政の推進に努めていくことの重要性を実感

した。  
教育は、富士吉田市行政の根幹をなすものであるという視点を忘れずに行わ

なければならず、市民のすべてが児童・生徒の「育み」に関心を持ち、積極的

に参画できるようにするための機会を提供することである、という認識が重要

である。  
また、幼児教育・小学校教育・中学校教育・家庭教育・社会教育・生涯教育

のそれぞれの分野が一丸となり、また、市長部局とも一致協力して当たること

が大切である。  
今後の課題としては、外部評価として見識者等による評価体制を築き、その

意見等を活用していくことも重要な課題となる。  
最後に、今回の評価方法等については、次年度以降見直しを図りながら、更

なる課題に向け、今後さらに発展していくべきものと考える。 
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<教育委員会委員名簿>                    （平成24年5月1日現在） 

職    務 氏   名 職   業 就任年月日 

教育委員長 
刑
おさか

 部
べ

 茶
さ

 苗
なえ

 
無  職 平成21年11月 1日 

委員長職務代理 
堀
ほ り

 内
う ち

 研
けん

 司
じ

 
自 営 業 平成22年10月 6日 

委   員 
滝
たき

 口
ぐち

 晴
はる

 夫
お

 
会社役員 平成20年12月26日 

委   員 
桑
く わ

 原
ばら

 良
よ し

 訓
の り

 
会社役員 平成21年11月 1日 

教 育 長 
秋
あき

 山
やま

 勝
かつ

 彦
ひこ

 
― 平成21年 3月 5日 
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